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経済財政運営と改革の基本方針2022 

（令和４年６月７日閣議決定） 

 

＜関係部分抜粋＞ 

 

第２章 新しい資本主義に向けた改革 

 

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 

 

（１）人への投資と分配 

デジタル化や脱炭素化という大きな変革の波の中、人口減少に伴う労働力不足にも直面

する我が国において、創造性を発揮して付加価値を生み出していく原動力は「人」である。

自律的な経済成長の実現には、民間投資を喚起して生産性を向上することで収益・所得を

大きく増やすだけでなく、「人への投資」を拡大することにより、次なる成長の機会を生み

出すことが不可欠である。「人への投資」は、新しい資本主義に向けて計画的な重点投資を

行う科学技術・イノベーション、スタートアップ、ＧＸ、ＤＸに共通する基盤への中核的

な投資であるとも言える。 

こうした考えの下、働く人への分配を強化する賃上げを推進するとともに、職業訓練、

生涯教育等への投資により人的資本の蓄積を加速させる。あわせて、多様な人材の一人一

人が持つ潜在力を十分に発揮できるよう、年齢や性別、正規雇用・非正規雇用といった雇

用形態にかかわらず、能力開発やセーフティネットを利用でき、自分の意思で仕事を選択

可能で、個々の希望に応じて多様な働き方を選択できる環境整備を進める。 

 

（人的資本投資） 

成長分野における重点投資等を通じた質の高い雇用の拡大を図りつつ、「人への投資」を

抜本的に強化するため、2024年度までの３年間に、一般の方から募集したアイデアを踏ま

えた、4,000 億円規模の予算を投入する施策パッケージを講じ、働く人が自らの意思でス

キルアップし、デジタルなど成長分野へ移動できるよう強力に支援する。 

企業統治改革を進め、人的投資が企業の持続的な価値創造の基盤である点について株主

との共通の理解を作り、今年中に非財務情報の開示ルールを策定するとともに、四半期開

示の見直しを行う。男女の賃金格差の是正に向けて企業の開示ルールの見直しにも取り組

む。また、政府からの特に大規模な支援を受ける際には、人的資本投資などを通じ、中長

期的な価値創造にコミットすることを企業に求める。 

あわせて、社会全体で学び直し（リカレント教育）を促進するための環境を整備する 3。

学び直しによる成果の可視化と適切な評価、学び直し成果を活用したキャリアアップや兼

                                            
3 「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」（令和４年５月10日教育未来創造会議決

定）に基づく。 
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業・副業の促進、学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備、成長分野のニーズに応じ

たプログラムの開発支援や学び直しの産学官の対話、企業におけるリカレント教育による

人材育成の強化等の取組を進める。 

以上の人的投資に取り組む中で、雇用調整助成金の特例措置等については、引き続き、

感染が拡大している地域・特に業況が厳しい企業に配慮しつつ、雇用情勢を見極めながら

段階的に縮減していく一方で、人への投資や強力な就職支援を通じて円滑な労働移動を図

り、成長分野等における労働需要に対応する。あわせて、同一労働同一賃金の徹底等を通

じた非正規雇用労働者の処遇改善や正規化に取り組む。 

少子化対策・こども政策は、包摂社会の実現に向けて重要であるだけでなく、「人への投

資」としても重要であり、強力に進める。 

 

（多様な働き方の推進） 

人的資本投資の取組とともに、働く人のエンゲージメント 4と生産性を高めていくこと

を目指して働き方改革を進め、働く人の個々のニーズに基づいてジョブ型の雇用形態を始

め多様な働き方を選択でき、活躍できる環境の整備に取り組む。 

こうした観点から、就業場所・業務の変更の範囲の明示など、労働契約関係の明確化に

取り組む。専門知識・技能を持った新卒学生や既卒数年程度の若者について、より一層活

躍できるようにする観点から、その就職・採用方法を産・学と共に検討し、年度内を目途

に一定の方向性を得る。裁量労働制を含めた労働時間制度の在り方について、裁量労働制

の実態調査の結果やデジタル化による働き方の変化等を踏まえ、更なる検討を進める。フ

リーランスについて、事業者がフリーランスと取引する際の契約の明確化を図る法整備や

相談体制の充実など、フリーランスが安心して働ける環境を整備する。 

ポストコロナの「新しい日常」に対応した多様な働き方の普及を図るため、時間や場所

を有効に活用できる良質なテレワークを促進する。労働移動の円滑化も視野に入れながら、

労働者の職業選択の幅を広げ、多様なキャリア形成を促進する観点から副業・兼業を推進

するほか、選択的週休３日制度については、子育て、介護等での活用、地方兼業での活用

が考えられることから、好事例の収集・提供等により企業における導入を促進し、普及を

図る。また、地域に貢献しながら多様な就労の機会を創る労働者協同組合についてＮＰＯ

等からの円滑な移行等を図る。 

国家公務員について、既存業務の廃止・効率化、職場のデジタル環境整備、勤務形態の

柔軟化などを通じた働き方改革を一層推進するとともに、採用試験の受験者拡大やデジタ

ル人材を含めた中途採用の円滑化、リスキリングなど人材の確保・育成策に戦略的に取り

組む。 

 

（質の高い教育の実現） 

                                            
4
 働き手にとって、組織目標の達成と自らの成長の方向が一致し、仕事へのやりがい・働きがいを感じる中で、組織や仕事

に主体的に貢献する意欲や姿勢を示す概念。 
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人への投資を通じた「成長と分配の好循環」を教育・人材育成においても実現し、「新し

い資本主義」の実現に資するため、デジタル化に対応したイノベーション人材の育成等、

大学、高等専門学校、専門学校等の社会の変化への対応を加速する。このため、教育未来

創造会議の第一次提言等に基づき、以下の課題について、必要な取組を速やかに進める。 

新たな時代に対応する学びの支援の充実を図る。このため、恒久的な財源も念頭に置き

つつ、給付型奨学金と授業料減免を、必要性の高い多子世帯や理工農系の学生等の中間層

へ拡大する。また、減額返還制度を見直すほか、在学中は授業料を徴収せず卒業後の所得

に応じて納付を可能とする新たな制度を、教育費を親・子供本人・国がどのように負担す

べきかという論点や本制度の国民的な理解・受け入れ可能性を十分に考慮した上で、授業

料無償化の対象となっていない学生について、安定的な財源を確保しつつ本格導入するこ

とに向け検討する 5こととし、まずは大学院段階において導入することにより、ライフイ

ベントも踏まえた柔軟な返還・納付（出世払い）の仕組みの創設を行う。官民共同修学支

援プログラムの創設、地方自治体や企業による奨学金返還支援の促進等、若者を始め誰も

が、家庭の経済事情にかかわらず学ぶことができる環境の整備を進める。 

未来を支える人材を育む大学等の機能強化を図る。このため、デジタル・グリーンなど

成長分野への大学等の再編促進と産学官連携強化等に向け、複数年度にわたり予見可能性

をもって再編に取り組める支援の検討や、私学助成のメリハリ付けの活用を始め、必要な

仕組みの構築等を進めていく。その際、現在35％にとどまっている自然科学（理系）分野

の学問を専攻する学生の割合についてＯＥＣＤ諸国で最も高い水準である５割程度を目

指すなど具体的な目標を設定し、今後５～10年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体

性をいかした取組を推進する。また、あらゆる分野の知見を総合的に活用し社会課題への

的確な対応を図る｢総合知｣の創出・活用を目指し、専門性を大事にしつつも、文理横断的

な大学入学者選抜や学びへの転換を進め、文系・理系の枠を超えた人材育成を加速する。

若手研究者と企業との共同研究を通じた人材育成等により大学院教育を強化する。 

 

（賃上げ・最低賃金） 

今年は、ここ数年低下してきた賃上げ率を反転させたが、ウクライナ情勢も相まって物

価が上昇している6。こうした中、賃上げの流れをサプライチェーン内の適切な分配を通じ

て中小企業に広げ、全国各地での賃上げ機運の一層の拡大を図る。 

このため、中堅・中小企業の活力向上につながる事業再構築・生産性向上等の支援を通

じて賃上げの原資となる付加価値の増大を図るとともに、適切な価格転嫁が行われる環境

の整備に取り組むほか、抜本的に拡充した賃上げ促進税制の活用促進、賃上げを行った企

業からの優先的な政府調達等に取り組み、地域の中小企業も含めた賃上げを推進する。 

新しい資本主義実現会議において、価格転嫁や多様な働き方の在り方について合意づく

りを進めるとともに、データ・エビデンスを基に、適正な賃金引上げの在り方について検

                                            
5
 法制的な位置付けの検討を含む。 
6 2022年４月の消費者物価上昇率（総合）は前年同月比2.5％の上昇。 
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討を行う。 

また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策決定事項である。最低賃金

の引上げの環境整備を一層進めるためにも事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へ

のきめ細やかな支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を踏まえ、地域間格

差にも配慮しながら、できる限り早期に最低賃金の全国加重平均が1000 円以上となるこ

とを目指し、引上げに取り組む。こうした考えの下、最低賃金について、官民が協力して

引上げを図るとともに、その引上げ額については、公労使三者構成の最低賃金審議会で、

生計費、賃金、賃金支払能力を考慮し、しっかり議論する。 

 

（「貯蓄から投資」のための「資産所得倍増プラン」） 

我が国の個人金融資産2,000兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。

投資による資産所得倍増を目指して、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、

高齢者に向けた iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、国民の預貯金を資産運用に誘

導する新たな仕組みの創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本

的に進める。これらを含めて、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。そ

の際、家計の安定的な資産形成に向けて、金融リテラシーの向上に取り組むとともに、家

計がより適切に金融商品の選択を行えるよう、将来受給可能な年金額等の見える化、デジ

タルツールも活用した情報提供の充実や金融商品取引業者等による適切な助言や勧誘・説

明を促すための制度整備を図る。 

 

２．社会課題の解決に向けた取組 

 

（３）多極化・地域活性化の推進 

 

（中堅・中小企業の活力向上） 

地域の経済やコミュニティを支える中堅・中小企業の生産性向上等を推進し、その活力

を向上させ、経済の底上げにつなげていく。感染症に加え、デジタル、グリーン等の事業

環境変化への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の事業再構築や生産

性向上の支援、円滑な事業承継やＭ＆Ａの支援、伴走支援を行う体制の整備等に取り組む。

これらの施策の活用によるサプライチェーン全体の付加価値の増大とその適切な分配を

推進するため、「パートナーシップ構築宣言」の拡大に取り組むとともに、取引適正化を強

力に推進 76する。あわせて、2023年 10月のインボイス制度実施を見据えて標準化された

電子インボイスの普及促進等を行うほか、中小企業のサイバーセキュリティ対策を支援す

る。 

加えて、創業等の促進のため、官民金融機関・信用保証協会における経営者保証に依存

しない融資を一層推進する。さらに、地域経済を牽引する事業の発展を推進するため、内

                                            
76
 価格交渉・価格転嫁の促進、2026 年の約束手形の利用廃止に向けた取組等について、強力に推進する。 
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外の価格動向など事業環境の変化も踏まえ、ＥＣ活用等を通じた中堅・中小企業の輸出力

の強化や製品の試作・開発の支援体制強化を図るとともに、地域企業におけるＤＸ実現や

人材育成等の地域の主体的な取組を促進する。 


